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株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

　ここに、第51期（2020年12月1日から2021年11月30日まで）の事業概況および
今期の見通しにつきましてご報告させていただきます。

　なお、当株主通信の内容のうち、翌期以降に関す
る記載事項は計画に基づくものであり、確定値では
ございません。

　株主の皆様におかれましては、今後とも、一層の
ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

2022年２月
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業績ハイライト

営業利益 2,075百万円 経常利益 2,194百万円 当期純利益 1,515百万円

売上高 18,174百万円
売上高・利益

＜‌売上高＞
素材・建設業および情報・通信業の売上高の増加により、前期実績

を上回りました。

＜‌経常利益＞
売上高および営業外収益の増加により、前期実績を上回りました。
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収益性指標

株主還元

安全性指標

１株当たり指標

自己資本当期純利益率（ROE） 8.5％

１株当たり当期純利益（EPS） 90.2円

総資産経常利益率（ROA） 10.1％

配当性向 55.4％

自己資本比率 84.1％

配当金 50円

（注）50期配当金の内訳　普通配当30円　創立50周年記念配当50円
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市場別区分毎の売上高

素材・建設業
7.5％

金融・保険業
42.9％

電力・運輸業
12.8％
情報・通信業
17.1％
流通・サービス業
1.5％
官公庁・その他
0.0％

製造業
18.2％

売上高
18,174百万円

素材・建設業
＜売上高＞

1,357百万円
（前年実績比　＋12.4％）

＜開発事例＞

・ビル制御（空調、電力、防災等）
・ビル管理（維持業務、検査管理、保守等）
・建築部材販売工事管理
・建設現場管理
・生産管理（受注管理、出荷管理、在庫管理等）

製造業
＜売上高＞

3,315百万円
（前年実績比　△1.0％）

＜開発事例＞

・販売生産（販売管理、生産管理、原価管理）
・車載電子制御
・自動車部品管理　
・整備技術情報
・鉄鋼プラント
・経理業務
・ドローン（フライト制御、カメラ制御等）
・スマートフォン、携帯電話

金融・保険業
＜売上高＞

7,788百万円
（前年実績比　△0.4％）

＜開発事例＞

・勘定系
・情報系
・リスク管理/経理管理
・確定拠出年金運営管理
・証券業務フロント系
・ホールセールスサービス
・リテールサービス
・生命保険（個人、団体）
・損害保険
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電力・運輸業

官公庁・その他

情報・通信業

流通・サービス業

＜売上高＞

2,324百万円
（前年実績比　△1.1％）

＜開発事例＞
・宅配便（集荷、配達、顧客管理等）
・輸出経理業務処理
・国内旅客（予約、在庫管理、予約管理、搭乗、運賃計算等）
・国際旅客（予約、在庫管理、予約管理、搭乗、運賃計算等）
・運航（発着時時刻管理、機材管理、ダイヤ管理等）
・乗務員管理（スケジュール管理）
・整備（要目管理、整備記録等）

＜売上高＞

3,111百万円
（前年実績比　＋37.8％）

＜開発事例＞
・ネットワーク装置（携帯電話基地局等）
・ネットワーク運用系システム
　（障害監視、品質監視、トラフィック監視等）
・画像情報検索業務（犯罪捜査支援等）
・選挙速報

＜売上高＞

273百万円
（前年実績比　△40.4％）

＜開発事例＞
・旅行業務
　（契約・仕入造成、顧客管理、販売管理等）
・取扱旅行商品
　（ツアー商品、宿泊・JR・航空等）

＜売上高＞

2百万円
（前年実績比　△58.6％）

＜開発事例＞
・医療機関
　（診断書作成、病床管理、診療報酬分析等）
・警察（犯罪捜査支援、有害情報遮断）
・特許
　（機械審査、出願書類等証明書交付、意匠登録等）
・航空管制
・農産・畜産管理業務（米穀販売管理）
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財務諸表

比較貸借対照表
（金額単位：百万円）

第50期期末 第51期期末 前期比
金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 増減率

資 産 合 計 21,688 100.0％ 21,606 100.0％ △82 △0.4％

流 動 資 産 13,505 62.3％ 13,657 63.2％ 152 1.1％

固 定 資 産 8,183 37.7％ 7,948 36.8％ △234 △2.9％

有 形 固 定 資 産 331 1.5％ 324 1.5％ △7 △2.3％

無 形 固 定 資 産 532 2.5％ 538 2.5％ 5 1.1％

投 資 そ の 他 の 資 産 7,318 33.7％ 7,086 32.8％ △232 △3.2％ ＊１

負 債 純 資 産 合 計 21,688 100.0％ 21,606 100.0％ △82 △0.4％

負 債 合 計 3,826 17.6％ 3,279 15.2％ △547 △14.3％

流 動 負 債 2,944 13.6％ 2,379 11.0％ △565 △19.2％ ＊２

固 定 負 債 882 4.1％ 900 4.2％ 17 2.0％

純 資 産 合 計 17,861 82.4％ 18,326 84.8％ 465 2.6％

株 主 資 本 17,785 82.0％ 18,142 84.0％ 356 2.0％

資 本 金 2,238 10.3％ 2,238 10.4％ ー ー

資 本 剰 余 金 2,121 9.8％ 2,153 10.0％ 31 1.5％

利 益 剰 余 金 14,837 68.4％ 15,014 69.5％ 177 1.2％ ＊3

自 己 株 式 △1,412 △6.5％ △1,264 △5.9％ 147 △10.5％

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △89 △0.4％ 24 0.1％ 114 △127.5％

新 株 予 約 権 165 0.8％ 159 0.7％ △5 △3.5％

■資産
＊１	 投資その他の資産の減少については、償還期限１年以内の有価証券を、流動資産に振替えたためです。

■負債
＊２	 流動負債の減少については、課税所得の減少等により未払法人税等が減少したためです。

■純資産	
＊３	 利益剰余金増加については、当期純利益が配当金の支払等を上回ったためです。
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比較損益計算書
（金額単位：百万円）

2020年11月期
（第50期）

2021年11月期
（第51期） 前期比

金 額 売上比 金 額 売上比 増減額 増減率
売上高 17,452 100.0％ 18,174 100.0％ 722 4.1％  

売上原価 13,758 78.8％ 14,446 79.5％ 687 5.0％  

売上総利益 3,693 21.2％ 3,728 20.5％ 34 0.9％

販売費及び一般管理費 1,627 9.3％ 1,652 9.1％ 24 1.5％

営業利益 2,066 11.8％ 2,075 11.4％ 9 0.5％

営業外収益合計 72 0.4％ 130 0.7％ 58 79.7％ ＊１

営業外費用合計 8 0.0％ 12 0.1％ 4 55.8％

経常利益 2,131 12.2％ 2,194 12.1％ 63 3.0％

特別利益 2 0.0％ 1 0.0％ △0 △5.7％

特別損失 23 0.1％ 3 0.0％ △19 △84.8％ ＊２

税引前当期純利益 2,109 12.1％ 2,192 12.1％ 83 3.9％

法人税、住民税及び事業税 974 5.6％ 669 3.7％ △305 △31.3％

法人税等調整額 △335 △1.9％ 7 0.0％ 342 △102.2％

法人税等合計 639 3.7％ 676 3.7％ 37 5.9％

当期純利益 1,470 8.4％ 1,515 8.3％ 45 3.1％

１株当たり当期純利益（円） 87.51 90.20 2.69 3.1％

■営業外収益	
＊１	 第51期において、分配金の増加により有価証券利息の増加や、投資有価証券売却益の発生により、営業外収益が増加しております。

■特別損失	
＊２	 第50期において、投資有価証券の減損が生じております。
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トピックス

大阪営業所移転

　2021年9月、事業拡大により大阪営業所を大阪市中央区高麗橋から
大阪市淀川区宮原へ移転しました。	

　大阪営業所：〒532-0003 
　　　　　　　大阪府大阪市淀川区宮原4-3-39	
　　　　　　　TEL：06-6399-0510

　最　寄　駅：大阪メトロ御堂筋線　新大阪駅　徒歩5分
　　　　　　　JR　　　　　　　　　新大阪駅　徒歩7分

（入居ビル：新大阪NKビル外観）

株主総会の模様を
動画配信します

　2022年2月25日に第51回定時株主総会を開催しま
した。
　株主総会の模様を一部動画配信します。
　3月上旬に配信開始しましたら、当社ホームページ
でお知らせします。

2022年4月
プライム市場へ移行します

　東京証券取引所の新市場区分の見直しにより、
当社はプライム市場への上場維持基準への適合
判定を受け、プライム市場への選択申請を行い
ました。	 ➡

プライム
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当社の概況（2021年11月30日現在）

（1）発行可能株式総数	 普通株式………………………………60,000,000株

（2）発行済株式の総数	 普通株式………………………………18,287,000株

（3）株主数	 7,076名

（4）大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

神　山　　　茂 2,953,600 17.48
有限会社サスヤマ 1,200,000 7.10
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,135,500 6.72
ジャステック従業員持株会 1,090,194 6.45
東京海上日動火災保険株式会社 593,280 3.51
第一生命保険株式会社 550,000 3.25
光通信株式会社 440,200 2.60
日本生命保険相互会社 402,480 2.38
STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002 281,100 1.66
市　田　行　雄 220,000 1.30
太　田　忠　雄 220,000 1.30
木　田　孝　三 220,000 1.30
柴　山　泰　生 220,000 1.30

（注）持株比率は自己株式（1,392,999株）を除いて計算しております。

１. 当社の現況に関する事項

２. 会社の株式に関する事項

取締役の氏名等
地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

取締役会長 神 山 　 茂 会社全般にわたる改善改革の企画および助言
代表取締役社長 中 谷 　 昇 最高経営責任者

取締役 宮 本 伸 二
執行役員　技術部管掌
製造本部本部長　兼製造１部長　兼教育部長
兼人材開拓部長　兼情報セキュリティ管理室長

取締役 川 越 敏 浩 執行役員
業務改革部長　兼品質環境管理室長

取締役 村 中 英 俊
執行役員
総務経理本部本部長　兼総務人事部長
兼経理部長

取締役 牛 頭 秀 雄 執行役員　情報システム部管掌
購買部長　兼製造本部プロジェクト推進部長

取締役 谷 　 隆 光 執行役員
営業本部本部長　兼営業１部長　兼営業２部長

取締役
（監査等委員） 竹 田 正 人

取締役
（監査等委員） 永 島 　 豊 公認会計士永島会計事務所所長

取締役
（監査等委員） 松 本 　 実

松本実公認会計士事務所所長
フォスター電機株式会社社外取締役
東洋インキＳＣホールディングス株式会社社外監査役

３. 会社役員に関する事項
（1）主要な事業内容
当社は、ソフトウェア開発を主な事業としております。

（2）主要な拠点等
拠点 所在地
本社 東京都港区

戸越分室 東京都品川区
沼津営業所 静岡県沼津市
福岡営業所 福岡県福岡市
大阪営業所 大阪府大阪市
仙台営業所 宮城県仙台市

名古屋営業所 愛知県名古屋市
広島営業所 広島県広島市

（3）従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
1,393名 34名増 35.6歳 12.0年

（注）�従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への受入出向者を含む就業人員数であ
ります。

（1）会計監査人の名称
有限責任監査法人トーマツ
（2）会計監査人の報酬等
①当社の会計監査人としての報酬等の額……………………………………………… 35,800千円
②当社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額…………………………………… 39,400千円

（注）	�1. ‌�上記①は、当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、これらの合計額を記載し
ております。

	 2. ‌�上記①について、当社の監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および
報酬見積りの算出根拠等を確認し、会計監査人の報酬等の額の妥当性を検討した結果、本報酬等の額が
合理的水準であると判断し会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に「収益認識に関する会
計基準」の適用に係る会計方針等の検討に関する助言・指導についての対価3,600千円を支払っ
ております。
（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社の監査等委員会は、会計監査人の独立性および専門性等に疑義が生じる事由が発生し、会
計監査人の職務の適切な遂行が困難であると認められる場合には、会計監査人の解任または不
再任に関する議案を決定します。取締役会は、当該決定に基づいて会計監査人の解任または不再
任に関する議案を株主総会に提出いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認め
られ、かつ改善の見込みがないと判断した場合には、監査等委員全員の同意に基づいて会計監査
人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、会計監査人を解任した旨お
よび解任の理由を、解任後最初に招集される株主総会において報告いたします。

４. 会計監査人に関する事項
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年月 概要

1971年 7 月 東京都渋谷区広尾１丁目３番14号において株式会社ジャステック（資
本金350万円）を設立し、ソフトウェアの開発業務を開始。

1975年12月 株式会社アドバート（100％出資）を設立。
1982年 3 月 沼津営業所を開設。
1985年11月 東京都港区高輪３丁目５番23号に本社移転。
1989年 6 月 株式を店頭売買有価証券として登録。
1990年 2 月 「システムインテグレーター企業」として通商産業省から認定。

1993年11月 「高度ソフトウェア／サービス登録企業」として情報処理振興事業協会
から認定。

1996年10月 品質マネジメントシステムの国際規格「ISO9001」の認証を取得。
1997年10月 福岡営業所を開設。
1998年 6 月 大阪営業所を開設。

1998年 9 月 個人情報保護マネジメントシステム「JIS Q 15001」に準拠した「プラ
イバシーマーク」使用の認証を取得。

2000年 6 月 東京証券取引所市場第二部に上場。
2003年 1 月 ニューヨーク駐在員事務所を開設。
2003年 5 月 東京証券取引所市場第一部に上場。
2003年10月 全社を対象としたCMMI（能力成熟度モデル統合）レベル５を達成。

2004年 4 月 米国でのソフトウェア事業の展開を図る目的で米国子会社
（JASTEC International,Inc.）を設立。

2004年 6 月 仙台営業所を開設。
2004年10月 名古屋営業所を開設。
2004年10月 2004年度情報化促進貢献企業として経済産業大臣賞を受賞。
2005年 1 月 環境マネジメントシステムの国際規格「ISO14001」の認証を取得。

2005年 3 月 米国子会社 JASTEC International,Inc.にて、LTU Technologies S.A.S.
（本社：仏国パリ）の全株式を取得。

2006年 3 月 情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格「ISO／IEC27001」
の認証を取得。

2008年11月 CMMI（能力成熟度モデル統合）Version 1.2でレベル５を達成。
2012年 5 月 CMMI（能力成熟度モデル統合）Version 1.3でレベル５を達成。
2015年 4 月 JASTEC FRANCE S.A.S.（本社：仏国パリ）設立。
2017年10月 JASTEC FRANCE S.A.S.（本社：仏国パリ）売却。
2018年 6 月 CMMI（能力成熟度モデル統合）Version1.3でレベル５を継続達成。
2019年 3 月 広島営業所を開設。

沿革
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ジャステックとは

【柳小面】
この能面は、金春の座附きであった大蔵彌右衛門
虎明（慶長七年の時六歳）の書いた「わらんべ草」
「登髭」「金春小面と同じ作、同木にて打たる面也、
今ノ金春小面ハ柳ナリ」とある小面のことと云われ
ている。池田家伝来。

この能面を、演者で製品の提供者である株式会社
ジャステックと鑑賞者で製品の使用者であるお客
様とを結ぶキャラクターとして採用しました。

社員持株制度を採用し、
経営への参加を認める。

マンパワーリースを
排除したソフトウェア開発
および販売を専業とし、
関連業務の多角化でなく
開発分野の総合化と
流通化を図り、

情報社会に貢献する。

ソフトウェア市場の
確立のために、

顧客の啓蒙と開拓に
先導的役割を果たす。

外に向かって、
地球と人類に貢献する
活動、内に向かって、
技術者の意識改革を前提
として、豊かで幸せな
人生を追求する。

一分野一社を原則とし、
顧客の信用と安全を図る。

当社のキャラクター 経営理念
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2022年２月25日開催の当社第51回定時株主総会におきまして、下記のとおり報告
および決議されましたのでご通知申し上げます。

記
報告事項	 　‌�第51期（2020年12月１日から2021年11月30日まで）事業報告

および計算書類報告の件
	 　本件は、上記の内容を報告いたしました。

決議事項
　第１号議案	　剰余金の配当の件

	 　‌�本件は、原案どおり承認可決され、期末配当につきましては、１株に
つき金50円と決定いたしました。

　第２号議案	　監査等委員以外の取締役７名選任の件
	 　‌�本件は、原案どおり承認可決され、神山　茂、中谷　昇、川越　敏浩、

村中　英俊、牛頭　秀雄、谷　隆光、信井　達也の７氏が取締役に選
任され、それぞれ就任いたしました。

	 　‌�なお、本総会終了後に開催された取締役会において代表取締役、役
付取締役および執行役員ならびに各取締役（監査等委員である取締
役を除く）の担当職務を次のとおり決定いたしました。

取締役会長 神山　茂 会社全般にわたる改善改革の企
画および助言

代表取締役社長 中谷　昇 最高経営責任者

取締役 川越　敏浩
執行役員
業務改革部長
兼品質環境管理室長

取締役 村中　英俊

執行役員
総務経理本部本部長
兼総務人事部長　兼経理部長
兼情報セキュリティ管理室長

取締役 牛頭　秀雄
執行役員
情報システム部管掌
購買部長

取締役 谷　隆光

執行役員
営業本部本部長
兼営業１部長
兼営業２部長

取締役 信井　達也

執行役員
技術部、教育部、人材開拓部管掌
製造本部本部長
兼製造本部プロジェクト推進部長
兼製造本部製造５部長

　第３号議案	　‌�監査等委員である取締役３名選任の件
	 　‌�本件は、原案どおり承認可決され、竹田　正人、松本　実、清水　真一郎 

の３氏が監査等委員である取締役に選任され、それぞれ就任いたし
ました。

　第４号議案	　‌�補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
	 　‌�本件は、原案どおり承認可決され、大屋　哲氏が選任されました。
　第５号議案	　‌�退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件
	 　‌�本件は、原案どおり承認可決され、退任取締役宮本　伸二氏および

永島　豊氏に対し、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰
労金を贈呈することとし、その具体的金額および贈呈の時期、方法
等は、宮本　伸二氏については取締役会に、永島　豊氏については
監査等委員である取締役の協議に一任することと決定いたしまし
た。

以上

期末配当金のお支払について

１．‌�お支払方法について、口座振込をご指定いただいている株主様は、同封の「第51
期期末配当金計算書」および「配当金振込先ご確認のご案内」によりご確認くださ
い。株式数比例配分方式を選択されている株主様の配当金のお振込先につきまし
ては、口座を開設されている証券会社等にお問合せください。

２．‌�お支払方法について、口座振込をご指定いただいていない株主様は、同封の「第
51期期末配当金領収証」によりお支払いたしますので、その裏面記載事項をご高
覧のうえ、銀行取扱期間中（2022年２月28日～2022年３月31日）に配当金をお
受け取りください。

３．‌�同封の「第51期期末配当金計算書」は、配当金をお受け取りになった後の配当金
額のご確認や確定申告の資料としてご使用いただけます。株式数比例配分方式を
選択されている株主様におかれましては、口座を開設されている証券会社等にお
問合せください。

第51回定時株主総会決議ご通知
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〒108-0074　東京都港区高輪３-５-23
TEL. （03）3446-0295（代表）
ホームページアドレス　https://www.jastec.co.jp

見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキを使用しています。

事業年度 12月１日〜翌年11月30日

期末配当金受領株主確定日 11月30日

中間配当金受領株主確定日 ５月31日

定時株主総会 毎年２月

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1－1
TEL 0120-232-711（通話料無料）
郵送先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所

公告の方法
電子公告により行います
当社ホームページ（https://www.jastec.co.jp）
に掲載いたします

（ご注意）
1.	 �株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されて
いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっておりますので、口座を開設されている
証券会社等にお問合せください。

	 株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
2.	 �特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口
座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお
問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3.	未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いたします。

株主メモ


